
市町村財政比較分析表(平成20年度普通会計決算)
栃木県 佐野市

人 口

面 積

標準財政規模

歳 入 総 額

歳 出 総 額

実 質 収 支

123,294

356.07

25,995,122

42,281,128

41,102,532

1,089,899

人(H21.3.31現在)

ｋ㎡

千円

千円

千円

千円

当 該 団 体 値

類似団体内平均値

類似団体内の

最大値及び最小値

財政力

財政力指数 [0.79]

類似団体内順位

15/19
全国市町村平均

0.56
栃木県市町村平均

0.79
0.30

0.60

0.90

1.20

1.50

1.80

2.10

0.60

1.66

1.010.980.95
0.87

0.76

H20H19H18H17H16

0.79
0.780.760.730.70

財政構造の弾力性
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人件費・物件費等の状況

人口1人当たり人件費・物件費等決算額[109,118円]
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給与水準 （国との比較）

ラスパイレス指数 [99.1]
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定員管理の状況

人口千人当たり職員数 [7.34人]
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公債費負担の状況

実質公債費比率 [10.1%]
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将来負担の状況

将来負担比率 [79.4%]
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし 人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。
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類似団体平均

佐野市
※類似団体平均を100とした

ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体

を言う。

※平成21年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率及び将来負担比率を算出していない

団体については、グラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体については、将来負担比率のグラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。
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＜財政力指数＞

固定資産税の増や減収補てん特例交付金の皆増などより、前年度を０．０１ポイント上回ったが、類似団体

平均を下回っている。今後も、引き続き、企業誘致等による地域経済の活性化を図るなど、新たな自主財源の

確保に努めていくとともに、行政評価システムを活用し、事務事業の選択と集中を図り、歳入に見合った歳出

構造に転換をし、健全財政の堅持に努める。

＜経常収支比率＞

補助費等、人件費、維持補修費などが減少し、分母である経常一般財源総額における普通交付税、地方特

例交付金、市税等の増加増となったため、比率は前年度から１．３％改善した。類似団体平均、県内市町村平

均をともに上回っている。

今後、財政健全化計画による、定員管理の適正化を図り２６年度末で９．１％（８３人）の職員を削減し経常経

費の抑制に努める。

＜人口１人当たり人件費・物件費等決算額＞

人件費、物件費、維持補修費の合計額が、類似団体平均、県内市町村平均より高くなっている。1つ目の要

因は、人件費であり今後、定員適正化計画の目標達成に努め、人件費抑制を図っていかなければならない。

２つ目は維持補修費であり、合併により類似施設が複数あるため（仮称）施設管理運営検討委員会を設置し、

施設の統廃合を進め、維持補修費の抑制に努める。

＜ラスパイレス指数＞

年齢階層ごとの構成の変動や、合併による旧市町の給料格差調整により、類似団体、全国市、全国町平均

を上回っている。今後、初任給引き下げ及び在職者調整を行い給与の適正化に努めていかなければならな

い。

＜人口千人当たり職員数＞

合併の影響により、類似団体、栃木県市町村平均を上回っている。今後、定員適正化計画に基づく職員削

減を進めていくが、市民サービスの低下を招かないよう配慮するとともに、佐野市総合計画に合わせた柔軟で

効率的な執行体制を確保し組織機構の見直しを図り適正な人員配置を行いながら、適切な定員管理に努めて

いかなければならない。

＜将来負担比率＞

前年度と同様、類似団体平均、栃木県市町村平均を上回っている。今後は事業の選択と集中を行い、市債

残高を極力抑えるとともに公営企業会計等も、常に企業の経済性を発揮するよう運営し健全な企業経営を目

指す必要がある。

＜実質公債費比率＞

特別会計に係る準元利償還金の影響で、類似団体平均を上回っている。今後、普通会計において合併特例

事業債の本格的な償還が始まるため、平成２３年度をピークに上昇傾向にある。このことから、行政評価シス

テムを活用した「施策別枠配分予算編成」方式により事業の選択と集中を図り、地方債の新規発行の抑制を

行い起債に大きく頼らない財政運営に努める。


